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（１）損益概況 
  参考： 

前第１四半期 

（19 年４月～6 月） 

進捗率 

(通期比)

当第１四半期

（20 年４月～6 月）

進捗率 

(通期予想比)
前年同期比 

 前年度 

（19 年 4 月～20 年 3 月）
 

金額 

（百万円） 

比率 

（％） 

金額 

（百万円）

比率 

（％） 

増減額 

（百万円）

増減率 

（％） 

 金額 

（百万円）

売 上 高 77,486 22.6 79,495 22.1 2,009 2.6  342,289
売 上 原 価 54,837 56,517 1,680 3.1  238,537
売 上 総 利 益 22,649 22,977 328 1.5  103,751
（売上総利益率） 29.2% 28.9% △0.3P   30.3%
販売費及び一般管理費 11,906 13,118 1,212 10.2  51,087
営 業 利 益 10,742 20.4 9,859 18.6 △883 △8.2  52,664
（ 営 業 利 益 率 ） 13.9% 12.4% △1.5P   15.4%
営業外損益（ネット） 1,564 1,055 △508 △32.5  2,853
経 常 利 益 12,307 22.2 10,915 19.7 △1,391 △11.3  55,517
特別損益（ネット） 1,385 △348 △1,733 △125.1  △7,530
四半期（当期）純利益 8,061 28.6 6,051 18.6 △2,009 △24.9  28,157
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 ( 円 ) 39.60 28.6 30.63 18.8 △8.97 △22.6  138.52

※１．当第１四半期の進捗率は、平成 20 年４月 24 日公表予想に対する進捗率を表示しています。 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 売上高は、企業において情報システム投資に慎重な姿勢がみられるなか、安定的な収益基盤である運用サービスが伸

張し、794 億円と前年同期比 2.6%の増収を確保した。 

 売上総利益は、229 億円と前年同期比 1.5%の増益になった。外部委託費の適正化など一層の生産性向上に努めたが、

新データセンター稼動による償却費の増加や証券業向け共同利用型サービスのリリースによる運用コストの一時的な増

加などがあり、売上総利益率は前年同期の 29.2%から 28.9%へと 0.3 ポイント悪化した。 

 販売費及び一般管理費は、研究開発活動に積極的に取り組んだことなどにより、131 億円と前年同期比 10.2%増加した。 

 営業利益は、98 億円と前年同期比 8.2%減少し、増益には至らなかった。営業利益率は 13.9%から 12.4%へと 1.5 ポイント

悪化した。 

 経常利益は、受取配当金が減少したこともあり、109 億円と前年同期比 11.3%減少した。 

 当期純利益は、前年同期ほどの特別利益が発生しなかったこともあり、60 億円と前年同期比 24.9%減少した。1 株当たり

当期純利益は 30.63 円と前年同期比 22.6%減少した。 
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（２）業種別売上高 
 
 
 
 
 

  参考： 

 前第１四半期 

（19 年４月～６月）

当第１四半期 

（20 年４月～６月）
前年同期比  

前年度 

（19 年４月～20 年３月）

 金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率  金額 構成比

 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）  （百万円） （％）

 証 券 業 34,112 44.0 32,774 41.2 △1,337 △3.9  152,152 44.5
 保 険 業 5,945 7.7 9,129 11.5 3,183 53.5  30,851 9.0
 銀 行 業 6,112 7.9 6,039 7.6 △73 △1.2  25,471 7.4
 そ の 他 金 融 業 6,000 7.7 7,351 9.2 1,350 22.5  27,496 8.0
金融サービス業 52,171 67.3 55,295 69.6 3,124 6.0  235,972 68.9
流 通 業 11,185 14.4 10,843 13.6 △341 △3.1  44,569 13.0
そ の 他 産 業 等 14,129 18.2 13,356 16.8 △773 △5.5  61,746 18.0
合 計 77,486 100.0 79,495 100.0 2,009 2.6  342,289 100.0

主な相手先別の販売実績 

野村ホールディングス㈱ 23,885 30.8 23,545 29.6 △340 △1.4  104,808 30.6

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 9,005 11.6 9,500 12.0 495 5.5  37,611 11.0
※ １．リース会社等を経由した販売については、最終的にサービス等の提供を受けた顧客向けの売上高に含めています。 

２．日本郵政公社については、平成 19 年 10 月の民営・分社化以降、各社の属する業種にもとづき集計しています。 
 
 
 
 
 

 前第１四半期の業種区分については、組み替え表示しています。 

 金融サービス業向けは、保険業向けなどが増加し、552 億円と前年同期比 6.0%の増収となった。 

 流通業向けは 108 億円と前年同期比 3.1%の減収となった。 
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（３）セグメント情報 

 

コンサルティングサービス 

  参考： 

 前第１四半期 

（19 年４月～６月）

当第１四半期 

（20 年４月～６月）
前年同期比 

 前年度 

（19 年４月～20 年３月）

 金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率  金額 構成比

 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）  （百万円） （％）

売 上 高 6,389 8.2 7,380 9.3 991 15.5  30,333 8.9
営 業 利 益 196 509 313 159.1  4,139
営 業 利 益 率 3.1% 6.9% 3.8P   13.6%

 ※構成比は、連結売上高に対する割合を表示しています。 

 
 
 
 
 
 ＩＴソリューションサービス 

  参考： 

 前第１四半期 

（19 年４月～６月）

当第１四半期 

（20 年４月～６月）
前年同期比 

 前年度 

（19 年４月～20 年３月）

 金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率  金額 構成比

 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）  （百万円） （％）

 開発・製品販売 34,397 44.4 32,513 40.9 △1,883 △5.5  150,177 43.9
 運用サービス 34,380 44.4 37,083 46.6 2,703 7.9  140,865 41.2
 商 品 販 売 2,318 3.0 2,517 3.2 198 8.6  20,913 6.1
売 上 高 71,096 91.8 72,114 90.7 1,018 1.4  311,955 91.1
営 業 利 益 10,546 9,349 △1,196 △11.3  48,525
営 業 利 益 率 14.8% 13.0% △1.9P   15.6%

 ※構成比は、連結売上高に対する割合を表示しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 売上高は、業務改革に関するコンサルティング案件、金融サービス業向けのシステムコンサルティング案件の増加などがあり、73

億円と前年同期比 15.5%増加し、営業利益は 5 億円と前年同期比 159.1%増加した。営業利益率は 3.1%から 6.9%へと 3.8 ポイン

ト改善した。 

 開発・製品販売の売上高は、証券業向けなどが低調となり、325 億円と前年同期比 5.5%の減収となった。 

 運用サービスの売上高は、証券業主要顧客向けシステム運用および証券業向け共同利用型サービスが全般に好調だったほ

か、流通業主要顧客向けシステム運用が順調に伸び、370 億円と前年同期比 7.9%の増収となった。 

 商品販売の売上高は、25 億円と前年同期比 8.6%の増収となった。 

 ＩＴソリューションサービス全体の売上高は 721 億円と前年同期比 1.4%の増収となった。 

 営業利益は、新データセンターの稼動による償却費の増加や証券業向け共同利用型サービスのリリースによる運用コストの一

時的な増加などにより、93 億円と前年同期比 11.3%減少した。営業利益率は 14.8%から 13.0%へと 1.9 ポイント悪化した。 
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（４）受注情報 
 
受注高 

 

 前第１四半期 

（19年４月～６月）

当第１四半期

（20年４月～６月）
前年同期比 

 金額 金額 増減額 増減率

 （百万円） （百万円） （百万円） （％）

コンサルティングサービス 10,434 11,458 1,023 9.8
 開発・製品販売 45,982 36,826 △9,156 △19.9
 運 用 サ ー ビ ス 15,197 16,627 1,429 9.4
 商 品 販 売 2,312 2,509 197 8.5
ＩＴソリューションサービス 63,492 55,962 △7,530 △11.9
合 計 73,927 67,420 △6,506 △8.8

 

受注残高 
 

 前第１四半期末

(19 年６月 30 日)

当第１四半期末

(20 年６月 30 日)
前年同期末比 

 金額 金額 増減額 増減率

 （百万円） （百万円） （百万円） （％）

コンサルティングサービス 7,098 7,906 807 11.4
 開発・製品販売 34,005 23,501 △10,503 △30.9
 運 用 サ ー ビ ス 90,510 99,832 9,322 10.3
ＩＴソリューションサービス 124,515 123,334 △1,181 △0.9
合 計 131,614 131,240 △374 △0.3
（うち、期中分） 127,254 129,994 2,740 2.2

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 受注残高合計は 1,312 億円と前年同期末比 0.3%減少したが、うち、期中分については 1,299 億円と前年同期末比 2.2%増加し

た。 

 コンサルティングサービスは 79 億円と前年同期末比 11.4%増加した。 

 開発・製品販売は、証券業向け開発案件の減少などにより、235 億円と前年同期末比 30.9%減少した。 

 運用サービスは、証券業新規顧客向け共同利用型サービスの本格稼動などにより、998 億円と前年同期末比 10.3%増加した。 
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（５）外注実績 

セグメント別外注実績および生産実績に占める割合 
 参考： 

 前第１四半期 

（19 年４月～６月）

当第１四半期 

（20 年４月～６月） 
前年同期比 

 前年度 

（19 年４月～20 年３月）

 金額 割合 金額 割合 増減額 増減率  金額 割合 

 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）  （百万円） （％）

コ ン サ ル テ ィ ン グ サ ー ビ ス 1,059 28.7 1,113 26.9 53 5.1  4,676 28.9
 開発・製品販売 19,283 68.2 17,880 68.5 △1,402 △7.3  80,296 69.3
 運用サービス 7,636 32.4 9,426 35.6 1,790 23.4  33,624 34.3
Ｉ Ｔ ソ リ ュ ー シ ョ ン サ ー ビ ス 26,919 52.0 27,307 52.0 387 1.4  113,920 53.3
合 計 27,979 50.4 28,420 50.1 441 1.6  118,596 51.6

うち、中国ｵﾌｼｮｱ開発 ※ 3,890 13.9 4,150 14.6 259 6.7  16,755 14.1
 ※ 外注実績合計に対する、中国企業への外注実績の割合を表示しています。 

 
 
 

 外部委託費の一層の適正化に努め、外注実績合計は 284 億円と前年同期比 1.6%の増加にとどめた。 

 中国オフショア開発は、41 億円と前年同期比 6.7%増加した。 
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（６）キャッシュ・フロー 
 参考： 

 前第１四半期

（19年４月～６月）

当第１四半期

（20 年４月～６月）
前年同期比 

 前年度 

（19 年４月～20年３月）

  
 

金額 

（百万円） 

金額 

（百万円） 

増減額 

（百万円）

増減率 

（％）  
金額 

（百万円） 

  税金等調整前四半期（当期）純利益 13,692 10,566 △3,125 △22.8  47,987
  営業外損益項目の調整額（△は益） △1,517 △1,059 457 △30.2  △2,731
  特別損益項目の調整額（△は益） △1,364 351 1,716 －  △2,037
  減価償却費 3,430 4,600 1,170 34.1  16,517
  営業債権・債務の増減額 4,401 11,915 7,514 170.7  △10,760
  引当金の増減額（△は減少） △6,612 △5,735 877 △13.3  1,729
  その他 △1,869 1,452 3,322 －  2,740
  小計 10,159 22,093 11,933 117.5  53,445
  利息および配当金 1,236 962 △273 △22.1  2,381
  法人税等の支払額 △12,718 △11,001 1,716 △13.5  △24,020

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,322 12,054 13,376 －  31,806
  有形固定資産の取得による支出 △7,442 △5,145 2,296 △30.9  △21,381
  無形固定資産の取得による支出 △4,345 △4,542 △197 4.5  △17,485
  小計：設備投資額 △11,787 △9,688 2,099 △17.8  △38,866

 定期預金の預入による支出 △3,624 － 3,624 △100.0  △7,202 

  定期預金の払戻による収入 3,683 － △3,683 △100.0  6,579
  有価証券等の取得による支出 △11,965 △14,114 △2,148 18.0  △44,339
  有価証券等の売却及び償還による収入 2,286 12,005 9,718 425.0  35,665
  その他 17 4 △12 △74.5  237

投資活動によるキャッシュ・フロー △21,390 △11,792 9,598 △44.9  △47,925
フリー・キャッシュ・フロー △22,712 262 22,975 －  △16,119
（除く：資金運用目的投資 ※） △10,809 2,215 13,024 －  △5,617
  ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △117 △117 －  －

  自己株式の取得・処分（△は取得） 116 △11,810 △11,927 －  △14,176
  配当金の支払額 △4,210 △5,022 △811 19.3  △9,360

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,094 △16,951 △12,857 314.0  △23,537
現金及び現金同等物に係る換算差額 134 149 15 11.3  △672
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △26,672 △16,539 10,133 △38.0  △40,329
現金及び現金同等物の期首残高 115,854 75,524 △40,329 △34.8  115,854
現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 89,181 58,985 △30,196 △33.9  75,524
現金及び現金同等物＋資金運用目的投資残高 119,128 88,565 △30,563 △25.7  102,697
※資金運用目的投資は、預入日から満期日までの期間が３ヶ月を超える定期預金および国債等への投資です。 

なお、投資活動によるキャッシュ・フローに含まれる資金運用目的投資は以下のとおりです。 

 定期預金の預入による支出 △3,624 － 3,624 △100.0  △7,202
 定期預金の払戻による収入 3,683 － △3,683 △100.0  6,579 

 有価証券等の取得による支出 △11,961 △13,952 △1,991 16.6  △40,878
  有価証券等の売却及び償還による収入 － 12,000 12,000 －  31,000

資金運用目的投資合計（△は支出） △11,903 △1,952 9,950 △83.6  △10,501

 
 
 

 自己株式を 11,869 百万円取得した（464 万株、発行済株式総数に占める割合 2.1%）。 
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（７）設備投資額 
 参考： 

 前第１四半期 

（19 年４月～６月） 

当第１四半期 

（20 年４月～６月） 
前年同期比 

 前年度 

（19 年４月～20年３月）

 金額 増減額 増減率  金額 

 
金額 

（百万円） （百万円） （百万円） （％）  （百万円） 

有 形 固 定 資 産 2,901 3,234 332 11.5  18,872
無 形 固 定 資 産 4,339 4,491 152 3.5  17,566
合 計 7,241 7,726 484 6.7  36,438

 
（８）減価償却費 

 参考： 

 前第１四半期 

（19 年４月～６月） 

当第１四半期 

（20 年４月～６月） 
前年同期比 

 前年度 

（19 年４月～20年３月）

 金額 増減額 増減率  金額 

 
金額 

（百万円） （百万円） （百万円） （％）  （百万円） 

有 形 固 定 資 産 1,897 2,691 793 41.8  9,449
無 形 固 定 資 産 1,532 1,909 376 24.6  7,067
合 計 3,430 4,600 1,170 34.1  16,517

 
（９）研究開発費 

 参考： 

 前第１四半期 

（19 年４月～６月）

当第１四半期 

（20 年４月～６月）
前年同期比 

 前年度 

（19 年４月～20年３月）

 金額 増減額 増減率  金額 

 
金額 

（百万円） （百万円） （百万円） （％）  （百万円） 

コンサルティングサービス 72 77 4 6.2  557
ＩＴソリューションサービス 566 653 87 15.4  4,358
合 計 639 731 91 14.3  4,915
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（１）損益概況 

【通期】 
 前年度 

（19 年 4 月～20 年 3 月） 

当年度 

（20 年 4 月～21 年 3 月）
前年度比 

 金額 金額 増減額 増減率 

 （億円） （億円） （億円） （％） 

売 上 高 3,422 3,600 177 5.2
営 業 利 益 526 530 3 0.6
経 常 利 益 555 555 － －

当 期 純 利 益 281 325 43 15.4
営 業 利 益 率 15.4% 14.7% △0.7P
1 株当たり当期純利益(円) 138.52 163.27 24.75 17.9
 中 間 期 末 ( 円 ) 24.00 26.00 2.00 8.3
 期   末 ( 円 ) 26.00 26.00 － －

1 株当たり年間配当金(円) 50.00 52.00 2.00 4.0
連 結 配 当 性 向 35.7% 31.8% △3.9P

 
【上期】 
 前年度 

（ 1 9 年 4 月 ～ 9 月 ） 

当年度 
（20 年 4 月～9 月）

前年同期比 

 金額 
（億円） 

金額 
（億円） 

増減額 
（億円）

増減率 
（％） 

売 上 高 1,651 1,650 △1 △0.1
営 業 利 益 274 230 △44 △16.1
経 常 利 益 293 245 △48 △16.5
当 期 純 利 益 183 145 △38 △20.9
営 業 利 益 率 16.6% 13.9% △2.7P

 

【下期】 

 前年度 
（19 年 10 月～20 年 3 月） 

当年度 

（20 年 10 月～21 年 3 月）
前年同期比 

 金額 
（億円） 

金額 
（億円） 

増減額 
（億円）

増減率 
（％） 

売 上 高 1,771 1,950 178 10.1
営 業 利 益 252 300 47 18.8
経 常 利 益 261 310 48 18.4
当 期 純 利 益 98 180 81 83.3
営 業 利 益 率 14.3% 15.4% 1.1P

 

平成 20 年４月 24 日公表の業績予想は変更しません。 
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（２）セグメント別・品目別売上高 

【通期】 

 

【上期】 

 

【下期】 

 

 

セグメント別・品目別売上高予想の内訳を変更しました。 

 
 

前年度 
（19 年 4 月～20 年 3 月） 

（実績） 

当年度 
（20 年 4 月～21 年 3 月）

（今回予想） 
前年度比 

当年度 
（20 年 4 月～21 年 3 月） 
（前回予想） 

前回予想差 

 金額 
（億円） 

構成比 
（％） 

金額 
（億円）

構成比

（％）

増減額

（億円）

増減率

（％）

金額 
（億円） 

金額 
（億円）

比率 
（％）

コンサルティングサービス 303 8.9 330 9.2 26 8.8 330 － － 
開発・製品販売 1,501 43.9 1,560 43.3 58 3.9 1,580 △20 △1.3 
運用サービス 1,408 41.2 1,520 42.2 111 7.9 1,500 20 1.3 
商 品 販 売 209 6.1 190 5.3 △19 △9.1 190 － － 

IT ソリューションサービス 3,119 91.1 3,270 90.8 150 4.8 3,270 － － 
合 計 3,422 100.0 3,600 100.0 177 5.2 3,600 － － 

 前年度 
（ 1 9 年 4 月 ～ 9 月 ） 

（実績） 

当年度 
（ 2 0 年 4 月 ～ 9 月 ）

（今回予想） 
前年同期比 

当年度 
（ 2 0 年 4 月 ～ 9 月 ） 
（前回予想） 

前回予想差 

 金額 
（億円） 

構成比 
（％） 

金額 
（億円）

構成比

（％）

増減額

（億円）

増減率

（％）

金額 
（億円） 

金額 
（億円）

比率 
（％）

コンサルティングサービス 137 8.3 150 9.1 12 8.9 150 － － 
開発・製品販売 740 44.8 710 43.0 △30 △4.1 730 △20 △2.7 
運用サービス 690 41.8 740 44.8 49 7.2 720 20 2.8 
商 品 販 売 82 5.0 50 3.0 △32 △39.5 50 － － 

IT ソリューションサービス 1,513 91.7 1,500 90.9 △13 △0.9 1,500 － － 
合 計 1,651 100.0 1,650 100.0 △1 △0.1 1,650 － － 

 前年度 
（19 年 10 月～20 年 3 月） 

（実績） 

当年度 
（20 年 10 月～21 年 3 月）

（今回予想） 
前年同期比 

当年度 
（20 年 10 月～21 年 3 月） 
（前回予想） 

前回予想差 

 金額 
（億円） 

構成比 
（％） 

金額 
（億円）

構成比

（％）

増減額

（億円）

増減率

（％）

金額 
（億円） 

金額 
（億円）

比率 
（％）

コンサルティングサービス 165 9.3 180 9.2 14 8.7 180 － － 
開発・製品販売 761 43.0 850 43.6 88 11.6 850 － － 
運用サービス 718 40.5 780 40.0 61 8.6 780 － － 
商 品 販 売 126 7.1 140 7.2 13 10.7 140 － － 

IT ソリューションサービス 1,605 90.7 1,770 90.8 164 10.2 1,770 － － 
合 計 1,771 100.0 1,950 100.0 178 10.1 1,950 － － 



Ⅲ．主要ニュースリリース一覧 

 

この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。 
Copyright(C) Nomura Research Institute, Ltd. 

10 

NNRRII 野野村村総総合合研研究究所所  
 

■ 経営関連 
・ ストックオプション（新株予約権）の発行内容確定に関するお知らせ ( 2008/07/08 )

・ 親会社等に関する事項について ( 2008/06/23 )

・ ストックオプション（新株予約権）の付与に関するお知らせ ( 2008/06/20 )

・ 自己株式の取得状況および取得終了に関するお知らせ ( 2008/06/16 )

・ 中国の研究機関、有識者との交流を通じて中国研究を推進 

～ 「中国の持続的経済成長」をテーマにスピーチ大会を開催 ～ 

( 2008/06/05 )

・ 「日本の新たな『開国』に向けて」をテーマに大学生・高校生・留学生から小論文を募集 

～ 「NRI 学生小論文コンテスト 2008」を開催 ～ 

( 2008/05/20 )

・ 自己株式取得にかかる事項の決定に関するお知らせ ( 2008/05/13 )

・ キューブシステム、東邦システムサイエンスの 2 社と野村総合研究所が「e-e パートナー契約」を締結( 2008/05/12 )

・ 社会貢献の一環として「TABLE FOR TWO」活動に参加 

～ 社員食堂でヘルシーメニューを提供し、開発途上国の学校給食費に寄付 ～ 

( 2008/05/08 )

・ 野村総合研究所が多様な働き方に対応する公正で継続性の高い年金制度を 2008 年 4 月より導入 ( 2008/04/17 )

・ 宣伝会議と野村総合研究所が「マーケティングデータ分析コンテスト 2008」を開催 

～消費者マーケティングにおける新たな法則や指標のアイデアを広く募集 ～ 

( 2008/04/15 )

 
 

■ 業務提携 
・ SRA OSS、電通国際情報サービス、野村総合研究所がオープンソースビジネス推進協議会を設立 

～ 企業が真にオープンソースのメリットを享受できる環境整備を目指して ～ 

( 2008/06/04 )

・  三菱商事と野村総合研究所が中国で ICT サービス事業分野の共同事業を開始 ( 2008/04/22 )

・ 野村総合研究所とフジテレビがドラマを使った組織力強化サービスを実現 

第一弾は「王様のレストラン」を題材としたプログラム 

( 2008/04/14 )

 
 

■ 商品・サービス（コンサルティングサービス）           
・ 流通系マネーが急拡大、メイン電子マネーの座をめぐり競争が激化 

～ 「電子マネーに関するアンケート調査（第 2 回）」を実施 ～ 

( 2008/07/17 )

・ 地下鉄副都心線開業が新宿エリアにおける回遊型の消費行動を促進 

～ 地下鉄副都心線開業後にアンケート調査を実施 ～ 

( 2008/07/11 )

・ 「国民が ICT に安心感を得られる社会」へ向けた利用環境整備に対する進捗感は 23％という評価 

～ ICT の利活用及び利用環境整備に関する現状評価を実施 ～ 

( 2008/06/24 )

・ 2013 年度までのユニファイド・コミュニケーションの進展を予測した「IT ロードマップ」を発表 

～ コミュニケーションにおける「新たな経験価値」の創出 ～ 

( 2008/05/20 )

・ 内部統制態勢の確立、有効性評価支援サービス「コーポレート・アイ」を上場企業にサービス提供開

始 

( 2008/05/19 )

・ 「国連ミレニアム開発目標」の達成に向けた日本企業の積極的な事業展開を支援 

～ 国際機関と共同でシンポジウムや合同検討会を実施 ～ 

( 2008/05/08 )

 
 



Ⅲ．主要ニュースリリース一覧 

この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。 
Copyright(C) Nomura Research Institute, Ltd. 

11 

■ 商品・サービス（IT ソリューションサービス）           
・ セブン-イレブン・ジャパン、Microsoft(R) Windows Vista(R) および Microsoft Office Professional Plus 

2007 を導入し、社内システム環境のコンプライアンス対策基盤を整備 

( 2008/07/16 )

・ 新貸金業法に対応した指定信用情報機関接続ソリューション「Daybreak／PL」の ASP サービスの営

業を開始 

～ 利用者の情報を正確かつタイムリーに報告・照会が可能 ～ 

( 2008/06/25 )

・ ASP 型 PC 運用管理サービスの申込受付を本日より開始 

～ PCLifecycleSuite のノウハウを標準化、高品質サービスを低コストで実現 ～ 

( 2008/06/16 )

・ 医薬業界向け規制に準拠した文書管理システム Perma Document(R) の ASP サービスを開始 

～ ブラウザを通じてセキュリティレベルの高い文書管理が可能に ～ 

( 2008/06/02 )

・ ドキュメント管理ソリューション「ILF2007 Ver2.0」を発売 

～ 情報漏えい対策強化と業務プロセス改善を両立 ～ 

( 2008/05/14 )

・ 中国市場における商品のテスト販売支援サービスを開始 

～ 中国市場進出を検討する日本企業のマーケティングを支援 ～ 

( 2008/05/13 )

・ ミッションクリティカルな企業情報システム構築をトータルにサポート 

次世代 SI フレームワーク「ObjectWorks＋」を発売 

～ JavaEE5.0 の対応をはじめ、先進のオープンスタンダード・アーキテクチャを全面採用 ～ 

( 2008/05/08 )

 

NNRRII セセキキュュアアテテククノノロロジジーーズズ  
・ NRIセキュア、「クリプト便」エンタープライズプランに新メニューを追加 

～ 社内認証システムと連携した大容量ファイル送付基盤をご提供 ～ 

( 2008/07/02 )

・ SANSとNRIセキュア、セキュアプログラミングスキルのグローバル認定試験を12月から日本でも実施 ( 2008/07/01 )

・ 「情報セキュリティに関するインターネット利用者意識調査 2008」の結果公表 

～ 情報セキュリティ意識の向上は、企業・組織における情報セキュリティ教育が重要 ～ 

( 2008/05/22 )

 

NNRRII ササイイババーーパパテテンントト  
・ 関連する特許情報のインターネット経由での閲覧が実現するコンテンツリンクサービスの提供を開始 

～ SaaS型の機能提供により社内システムを利用して外部の特許情報の閲覧が可能 ～ 

( 2008/04/23 )

 

ユユビビーーククリリンンクク  
・ 携帯ナビ「全力案内！」で「位置連絡サービス」をスタート 

～ 待ち合わせ場所連絡や居場所確認が簡単にできます ～ 

( 2008/06/18 )

・ 携帯総合ナビゲーションサービス「全力案内！」、ソフトバンクモバイルでもサービス開始！ 【改訂】 ( 2008/04/30 )

・ 渋滞予測などゴールデンウィーク向け便利情報を無料提供 

～ 携帯総合ナビゲーションサービス「全力案内！」に GW 特集を掲載 ～ 

( 2008/04/28 )

・ 携帯総合ナビゲーションサービス「全力案内！」の機能を大幅に拡充 

～ 乗換・終電案内では定期券区間を考慮した最適経路が探索可能に ～ 

( 2008/04/24 )

・ 携帯電話向けプローブ交通情報のリアルタイム化を実現 

～ 「全力案内！」の渋滞情報、車ナビゲーションの精度が向上 ～ 

( 2008/04/23 )

 
 



Ⅳ．補足資料 （株）野村総合研究所
2008年７月25日

平成20年３月期 平成21年３月期 参考：平成20年
第１四半期 第１四半期 ３月期通期
(百万円) (百万円) (百万円)

【連結損益計算書】

売上高 77,486 79,495 342,289
コンサルティングサービス 6,389 7,380 30,333
ＩＴソリューションサービス 71,096 72,114 311,955
開発・製品販売 34,397 32,513 150,177
運用サービス 34,380 37,083 140,865
商品販売 2,318 2,517 20,913

売上原価 54,837 56,517 238,537
売上総利益 22,649 22,977 103,751
百分比（％） 29.2% 28.9% 30.3%
販売費及び一般管理費 11,906 13,118 51,087
貸倒引当金繰入額 - - 7
役員報酬 302 307 1,178
給与手当 2,878 3,312 15,385
賞与引当金繰入額 1,887 1,922 3,557
退職給付費用 411 462 1,636
福利厚生費 686 786 2,815
教育研修費 （非開示） 352 （非開示）
不動産賃借料 1,068 1,128 4,067
事務委託費 1,606 1,927 9,787
旅費交通費 358 404 1,473
器具備品費 489 356 2,263
租税公課 311 （非開示） 1,192
減価償却費 292 216 1,314
うち研究開発費 639 731 4,915
コンサルティングサービス 72 77 557
ＩＴソリューションサービス 566 653 4,358

営業利益 10,742 9,859 52,664
百分比（％） 13.9% 12.4% 15.4%
コンサルティングサービス 196 509 4,139
ＩＴソリューションサービス 10,546 9,349 48,525
消去又は全社 0 0 0

営業外収益 1,577 1,164 3,031
受取利息 308 275 1,190
受取配当金 1,070 832 1,253
投資事業組合運用益 114 5 151
持分法による投資利益 31 28 143
その他 52 22 292

営業外費用 13 109 178
支払利息 - 3 -
投資事業組合運用損 7 79 7
その他 5 26 170

経常利益 12,307 10,915 55,517
百分比（％） 15.9% 13.7% 16.2%
特別利益 1,385 3 2,655
投資有価証券売却益 1,364 - 2,655
貸倒引当金戻入額 20 3 -

特別損失 - 351 10,185
投資有価証券評価減 - - 618
退職給付引当金繰入額 - - 9,567
リース会計基準の適用に伴う影響額 - 351 -

税金等調整前四半期（当期）純利益 13,692 10,566 47,987
法人税、住民税及び事業税 5,631 4,515 23,418
法人税等調整額 - - △3,588
四半期（当期）純利益 8,061 6,051 28,157
１株当たり四半期（当期）純利益（円） 39.60 30.63 138.52
潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益（円） 39.54 30.61 138.30
【業種別売上高】

売上高 77,486 79,495 342,289

金融サービス業 52,171 55,295 235,972

証券業 34,112 32,774 152,152

保険業 5,945 9,129 30,851

銀行業 6,112 6,039 25,471

その他金融業 6,000 7,351 27,496

流通業 11,185 10,843 44,569

その他産業等 14,129 13,356 61,746

主な相手先別の販売実績

野村ホールディングス㈱ 23,885 23,545 104,808

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 9,005 9,500 37,611
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